
６　普通会計決算の状況 決算概要抜すい

異なっています。

（1）　収支

（単位：千円）

区　　　　　分 平成17年度 平成18年度 平成19年度

① 歳入総額 34,275,994 36,175,728 41,590,806

② 歳出総額 35,900,938 36,092,116 41,183,930

③ 歳入歳出差引額  ①-② △ 1,624,944 83,612 406,876

④ 翌年度へ繰り越すべき財源 13,664 35,072 1,652

⑤ 実質収支  ③-④ △ 1,638,608 48,540 405,224

⑥ 単年度収支 878,711 1,687,148 356,684

⑦ 積立金 1 25,002

⑧ 繰上償還金 239,431 1,204,135

⑨ 積立金取崩額

⑩ 実質単年度収支  ⑥+⑦+⑧-⑨ 878,712 1,926,579 1,585,821

（2）　財政指標等

（単位：千円、％）

平成17年度 平成18年度 平成19年度

① 基準財政需要額 14,938,929 15,472,248 15,165,258

② 基準財政収入額（錯誤額を除く） 14,556,684 14,860,823 14,858,715

③ 標準財政規模 19,582,902 20,129,129 19,717,662

④ 財政力指数（単年度） 0.974 0.960 0.980

　　　　　　　　（3カ年平均） 0.981 0.971 0.972

⑤ 実質収支比率 △ 8.4 0.2 2.1

⑥ 経常収支比率 102.3 99.4 101.1

⑦ 公債費比率 24.5 23.1 23.7

⑧ 実質公債費比率（単年度）※ 16.7 15.9 18.3

　　　　　　　　（3カ年平均） 16.9

⑨ 起債制限比率（単年度） 20.6 20.6 22.1

　　　　　　　　（3カ年平均） 19.6 20.2 21.1

⑩ 積立金現在高 3,423,713 5,513,608 4,466,845

⑪ 地方債現在高 75,953,547 74,576,784 74,998,257

 地方債現在高(臨財債除く） 70,438,103 68,174,731 67,869,463

※

区　　　　　　　分

算定方法が変更となり、都市計画事業のために発行した地方債償還額に都市計画税が充当できる
ことになりました。

  国の地方財政状況調査に基づいたもので、普通会計決算（一般会計、公共用地先行取得事業特別会

計）として取りまとめています。一定の分析を加えているため、係数については、一般会計の決算書とは、異
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